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J.P.BOSCO CO.,LTD.の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 26 年１月 28 日開催の取締役会において、以下のとおり、J.P.BOSCO CO.,LTD.

の株式を取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

１．株式の取得の理由 

当社は海外での事業展開を重要な成長戦略と位置づけております。この事業戦略の中でかねて

よりチャイナ・プラスワンとしてタイでの生産機能を拡大し、日本向け製品供給を強化すると共

に欧米を含む海外への販売を画策することで、当社の繊維事業のグローバル化への積極的な対応

を図って参りました。 

 このような取組の中で、当社はタイにおいて繊維製品の卸売を行っている J.P.BOSCO 社の株式

の 99％を取得することといたしました。当社との相乗効果が期待され、当社が得意とするテン

セル糸や杢糸を使用した製品の安定的な供給と海外市場への販売展開を見込んでおります。 

 今後も更なる業容拡大と企業価値の向上を目指し、グローバルな事業を展開してまいります。 

 

２．異動する子会社の概要 

（１） 名 称 J.P.BOSCO CO.,LTD. 

（２） 所 在 地 
8th Floor,J.Press Tower 1,100 Nang Linchi Rd.,Chongnonsri, 

Yannawa,Bangkok 10120 Thailand 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 中野 勝仁 

（４） 事 業 内 容 繊維製品の卸売 

（５） 資 本 金 100,000 千バーツ 

（６） 設 立 年 月 日 1996 年 3 月 5 日 
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（７） 大株主及び持株比率 

中野 勝仁      99.0% 

中野 一恵        0.5% 

中野機工株式会社 0.5% 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 
（８） 

上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 
取 引 関 係

当社と当該会社との間には、営業上の取引関係があり

ます。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2010 年 12 月期 2011 年 12 月期 2012 年 12 月期 

 純 資 産 92,669 千バーツ 90,984 千バーツ 144,554 千バーツ

 総 資 産 202,827 千バーツ 191,851 千バーツ 218,632 千バーツ

 １ 株 当 た り 純 資 産 926 バーツ 909 バーツ 1,445 バーツ

 売 上 高 525,206 千バーツ 606,117 千バーツ 551,749 千バーツ

 営 業 利 益 62,874 千バーツ 75,724 千バーツ 69,363 千バーツ

 経 常 利 益 61,654 千バーツ 73,887 千バーツ 68,297 千バーツ

 当 期 純 利 益 43,116 千バーツ 50,064 千バーツ 53,570 千バーツ

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 431 バーツ 500 バーツ 535 バーツ

 １ 株 当 た り 配 当 金 431 バーツ 517 バーツ －バーツ

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 中野 勝仁 

（２） 住 所 大阪府高石市 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当該個人である中野勝仁氏は、今回株式を取得する J.P.BOSCO CO.,LTD.

の代表取締役社長であります。 

当社と当該個人との間には、特に記載すべき資本関係、人的関係、取引

関係、関連当事者への該当状況はありません。 

 

４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 0 株（議決権の数：0個、議決権所有割合：0％） 

（２） 取 得 株 式 数 99,000 株（議決権の数：99,000 個） 

（３） 異動後の所有株式数 99,000 株（議決権の数：99,000 個、議決権所有割合：99.0％）

※取得価額については、売主との協議により非公表としておりますが、公平性・妥当性を確保す

るため、第三者算定機関による株式価値の算定結果を勘案し決定しております。 

 

 



 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成 26 年 1月 28 日 

（２） 契 約 締 結 日 平成 26 年 1月 30 日（予定） 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成 26 年 1月 30 日（予定） 

 

６．今後の見通し 

  本件株式譲受による平成 26 年 3月期の連結業績に与える影響は軽微であります。 


